




1   1945年11月 8 日付で、米国政府より連合国軍最高司令官D・マッカーサーへ指令された米国統合参謀本部
指令 JCS-1380/15「日本占領および管理のための連合国軍最高司令官に対する降伏後における初期の基本
的指令」の第45条の規定に従い、敗戦時に日本政府等が所有していた貴金属類や証書類、外国為替等が






の消失の危険性等の理由で1946年 4 月 1 日付でこれを拒否している。次の統合参謀本部指令とその付属










2  GHQ内でOJEIRFが正式に規定されたのは、1947年 8 月15日付の文書による。これは本論で後述する。
3   代表的な研究として、次を参照。宮﨑章訳、ハワード・B・ショーンバーガー著『占領　1945-1952　－戦
後日本をつくりあげた 8人のアメリカ人』時事通信社、1994年（原著1989年）、pp. 224-225, 236。
はじめに
　本稿の目的は、占領・復興期（1945年～1955年頃）における「占領下日本輸出入回転基金」
（Occupied Japan Export-Import Revolving Fund. 以下、OJEIRFと略称）の形成過程を明らかにする
ことである。OJEIRFとは、1947年 8 月に連合国軍最高司令官総司令部（General Headquarters of 





































頃以降、米国政府内では陸軍省次官W・ドレイパー（William H. Draper Jr.）や国務省政策企画部
長G・ケナン（George F. Kennan）などを中心にして対日占領政策における経済復興への力点の
4   田和安夫編『戦後紡績史』日本紡績協会、1962年、pp. 26-27；大畑貴裕『GHQの占領政策と経済復興－
再興する日本綿紡績業』京都大学学術出版会、2012年、第 3章第 1節。
5   同上書、pp. 8-9, 110-111。1949年は、米棉が全棉花輸入量の内75.6％を占めたから（p. 8）、余計にOJEIRF
に基づいて調達された米棉の意義は大きかった。
6   この点は周知のことであるが、例えば次を参照。通商産業省通商局通商調査課編『日本貿易の展開－戦
後10年の歩みから』商工出版社、1956年、pp. 79-87。




8   大蔵省財政史室編、秦郁彦執筆『昭和財政史－終戦から講和まで』第 3 巻「アメリカの対日占領政策」
東洋経済新報社、1976年、p. 280。これは、米国政府やGHQの諸面にわたる占領政策に関して、網羅的に、
できる限り体系的に記述しようとしており、占領政策に関する古典的な基本文献の 1つである。
9  同上書、pp. 271-272。





















年（原著1985年）、特に第 2 章、第 4 章、第 7 章；ショーンバーガー、前掲書、特に第 6 章と第 7 章；通
商産業省通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史』第 4 巻「第Ⅰ期戦後復興期（3）」通商産業調




A．1947年 1 月 6 日 B．1947年 1 月 7 日
～ 1月30日
C．1947年 1 月30日以降
下記の情報の提供主体 CPC CPC、ESS財政課 CPC
金 2億578万8,000 1 億2,478万8,000 ＊ 1 1 億2,394万7,282 ＊ 1
銀 4,671万6,000 5,921万6,000 ＊ 2 4,672万7,070
プラチナ 479万2,000 479万2,000 　－　＊3
宝石（ダイヤモンド等） 2,500万 2,500万 　－　＊4
換金可能な証書・外国為替 200万 200万 ・・
ドル ＊ 5 ・・ ・・ 59万3,321
合計 2億8,429万6,000 2 億1,479万6,000 1 億7,126万7,673
調整後の合計 ＊ 6 ・・ ・・ 1億3,701万4,138
資料：A：LeCount to Marquat, "Finance for Japan's Foreign Trade", 6 January 1947, ESS(B)07156.
　　　B：LeCount to Marquat, "Finance for Japan's Foreign Trade", 7 January 1947, ESS(B)07156.
　　　C：CPC to ESS, "Proposed SCAP Revolving Fund", 30 January 1947, ESS(B)07156.
表注： ＊ 1：保有額からインドシナ、タイ、イタリア、中国からの商取引上の請求分を差し引いた額。　＊ 2：ESS財務課が最近
の銀価格にて再計算。＊ 3：保有量は日本経済が必要とする分へ全量充当のため、OJEIRFへ充当されず。＊ 4：保有量か



















示すものは、1947年 1 月 6 日付でESS財政課の課長W・ルカウント（Walter K. LeCount）がマー
カット宛に提出した文書である。内容は、その時点でマーカットも既知の日本の貴金属類等から
輸入資金を創出する構想についての意見具申であった15。ルカウントのこの意見具申は分量 2 枚

































は、最終的に賠償に悪影響を与えないという見通しも述べている（第 3 条）。そして表 1 のAに
あるように、活用される貴金属類等の価値は、GHQ内でそれら貴金属類等の管理に責任を持っ
ていた民間資産管理局（Civil Property Custodian. 以下、CPCと略称）の報告を元に、総計で 2億
8429万6000ドルであると伝えた（第 6条）16。
　さらにルカウントは、回転基金から前貸金を得ることや原料輸入とその加工品の輸出に関連し



















17  SCAP信託勘定は、正式には「信託基金受取勘定」（a trust fund receipt account）と呼ばれ、米国陸軍省の会
計制度の一部を成すものであった。Haskins & Sells, “Report on Examination of Foreign Exchange Funds for the 



















































　ESS局長マーカットは、以上のような1947年 1 月 6 日付のESS財政課長ルカウントの回転基金
案の骨子に同意したと考えられる。それを示すように、これ以後この構想の要点を踏襲しつつ、
より細部を詰めた具体的な政策案がESS内で作成された。まずそのような政策案の「第 1 草案」









の1947年 1 月21日付文書の内容を確認しよう。まず第 1条で、当時の日本の貿易状況の概要が述
べられている。「1945年と1946年の日本の貿易赤字の推定値は、 1 億7075万ドルである。1947年
暦年の貿易赤字の推定値は、 5億7250万ドル」とされ、巨額の貿易赤字が指摘された。そして現









Marquat, “Japanese Assets Held Abroad”, 7 January 1947, ESS(B)07156. また次も参照。大蔵省財政史室編、西
村紀三郎執筆『昭和財政史－終戦から講和まで』第 9巻「国有財産・造幣印刷・専売」東洋経済新報社、
1976年、pp. 11-14。
23  “Staff Study, Revolving Fund for Financing Japanese Foreign Trade”, 17 January 1947, ESS(B)07156. 1枚目右上
に、「Draft #1」と記され、さらに作成者として「JZR」のイニシャルが記されている。この時期のESS内
でイニシャルが JZRになる人物は、ESS工業課長 J・リデイ（J. Z. Reday）以外にはいなかったと考えられ
る。国会図書館憲政資料室所蔵の1947年 1 月前後の時期のGHQ電話帳を参照。例えば ”Tokyo Telephone 
Directory, February 1947”. 発行されなかったのか、ちょうど 1 月版は所蔵されていない。またこの草案の
内容に関しても貿易関係の数値に概数が多く、完成稿と同じくESS貿易課が作成したとみなすには、数字
や貿易関連の記述の精度が高くないように思われる。







































25  例えば、後述する1947年 1 月31日付でESS局長マーカットからマッカーサーへ送られた文書（注30を参
照）に、SCAP信託基金の収入が「現在危険なほどに低位である」と記されている。

































28  缶詰食料品の原料として、綿実油、砂糖、スズ板、マニラ麻等が想定されていた。”Proposed Canned 
Foodstuff Export Program (1947)”, 日付不明、ESS(B)07156.
29  次に同意の書名が記されている。Foreign Trade Division（以下、FTと略称）, “Memorandum for Record”, 22 
January 1947, ESS(B)07156. 他に、GHQ内で旧日本軍関連資産の処理等を所管していた参謀第 4 部（G-4）
も同意を与えている。G-4については、竹前栄治・中村隆英監修、高野和基解説・訳『GHQ日本占領史』
第 2巻「占領管理の体制」日本図書センター、1996年、p. 32。







GHQだけで処理できる事案ではないと判断したためと考えられる。これに対し 2 月 5 日付で
ESSの上位者であるGHQ参謀長（Chief of Staff）は、おそらくマッカーサーの意を受けて、「［ESS
から］勧告されたワシントンへの発信は承認される。それは、すばらしい提案である」（It is an 
excellent presentation.）とESSへ返答した31。ESSの上記の政策案は、GHQ上層部の承認を受けた
のである。この電信案は 2月 7日付で、陸軍省へ送信された32。




手段として、自己清算する日本の生産計画へ資金供給するような特別な信託基金（a special Trust 
Fund）を与えるために、日本の換金可能な資産を利用することである」。そして、具体的には次




















31 C/S to ESS, 5 February 1947, ESS(B)07157.




　米国陸軍省は、日本の貴金属等を元手に外貨を調達しようとする、1947年 2 月 7 日付のGHQ
の提案の実現のために米国政府内での調整に動いた。陸軍省は 1 か月掛けて省内の調整を行っ
た上で、 3 月 4 日付で米国政府内における占領政策決定機関の国務省・陸軍省・海軍省 3 省調
整委員会（State-War-Navy Coordinating Committee. 以下、SWNCCと略称）へ33、「換金可能な日

















　この陸軍省の電信に対して、ESS貿易課は次のような電信を策定して、1947年 4 月 1 日付で返








34  SWNCC353/D, “Utilization of Convertible Japanese Assets”, 4 March 1947, SWN-1, Roll No. 29（国会図書館所
蔵）．
35 WASHINGTON (WDSCA ES) to CINCFE, W-93212, 5 March 1947, ESS(A)00383.
36 SWNCC353/2, “Utilization of Convertible Japanese Assets”, 23 June 1947, SWN-1, Roll No. 29.
37 WAR (WDSCA ES) to CINCFE, WAR-94440, 27 March 1947, ESS(A)00383.
38 SCAP to WAR (WDSCA ES), C-51394, 1 April 1947, ESS(A)00385.
39  FT, “Memo for Record”, 24 march 1947, ESS(A)00385. ESS財政課とCPCがこの電信に同意を与えている。
－ 90 －

























は、ESS貿易課であった。 8月 7 日付でESS貿易課は、回転基金の設置方法やその管理官の権能
40 大畑、前掲書、第 3章。
41 WAR (Joint Chiefs of Staff) to SCAP (MacArthur), W-81076, 28 June 1947, ESS(B)07209.
42  Far Eastern Commission, FEC-032/26, “Interim Import-Export Policies for Japan”, 25 July 1947, ESS(B)07208-07209. 
この文書の主旨は日本の当座の貿易方式を規定することであったが、最後の第16節で貴金属類の経済復興
のための活用を許可している。この極東委員会の決定がGHQへ公式に伝えられたのは、 8月 3日付であっ
た。WAR (Joint Chiefs of Staff) to SCAP (MacArthur), W-83311, 3 August 1947, ESS(B)07208.なおSWNCCは 6
月末頃に、SWNCC353/1文書（SWNCC353/2文書の前身で骨子は同じ）を極東委員会の米国代表へ送って
いた。極東委員会の対日貿易政策の関連文書の中に、貴金属類の活用を許可する条項を入れるためであっ
た。J. H. Hilldring to Secretary of State, "SWNCC383/1", 23 June 1947, SWN-1, Roll No. 29. これに対応して極
東委員会では、FEC032文書のシリーズ（対日貿易政策）を対象にして 7 月上旬頃から検討が進められた。
FEC032/26の直接の前身となるFEC032/24文書（1947年 7 月11日付）やFEC032/25文書（1947年 7 月23日
付）を参照。FEC(A)0151（国会図書館所蔵）．
43  Marquat to Chief of Staff, "Brief, SWNCC 353/2, Subject: Utilization of Convertible Assets in Japan", 24 July 1947, 
ESS(B)07209.
－ 91 －
などについて考察を加えた覚書を残している44。さらに検討を重ねたESS貿易課は、 8 月 9 日ま
でにOJEIRFを規定した文書を完成させ、ESSはこの規定文を 8 月10日付で米国陸軍省へ通知し
た45。このOJEIRFの規定文の内容については、後述する。陸軍省はこの規定文への承認をESSへ
伝えたかどうか判然としないが、 7 月から 8 月にかけて陸軍省が日本へ派遣していた綿花金融
使節団（Cotton Financing Mission）団長で陸軍省の民事局長特別補佐官P・クリーブランド（Paul 
Cleveland）がその「草案作成に個人的に責任を持った」ことが分かるから、事実上、陸軍省の
承認を得ていたことに等しかった46。こうして準備を整えたESSは、まず 8月14日にGHQの渉外




　この 8 月15日付のOJEIRFの規定文の概要を見ておこう。これは、全 9 条から成っていた。ま
ず第 1 条で、日本の輸出入へ資金を供給する手段としてOJEIRFが位置づけられている。そして












44  FT, "Plan for the Use of Convertible Assets in Japan as the Basis for a Revolving Funds to stimulate Foreign Trade", 
7 August 1947, ESS(B)07208. さらにその 8月 5日付の草案は、ESS(B)07155に所収されている。
45  SCAP to WAR, C-54712, 10 August 1947, ESS(B)07208. この末尾に 8月 9日付でGHQ参謀長の承認を得たこ
とが記されており、GHQ上層部がESS作成のOJEIRFの規定書やその設立を承認していたことが分かる。
46  ESS, “Memorandum for Record”, 30 September 1947, ESS(A)0377. なお、この使節団は、CCCグループ 1棉に
続く棉花調達についてESSとの協議を深めるために派遣された。大畑、前掲書、pp. 128-129。また1948年
5 月よりクリーブランドは、陸軍省を離れてESSに勤務しOJEIRFの運営に携わることになる。SCAP to 
DA, C-60987, 27 May 1948, ESS(A)00541.
47  「輸出入回転基金設定に関する総司令部渉外局発表」、『日本占領重要文書』第 3巻「経済篇Ⅰ」日本図書
センター、1989年、pp. 106-107。
48  GHQ, Circular No.9 of 1947, “Establishment of Occupied Japan Export-Import Revolving Fund”, 15 August 1947, 
ESS(B)07209.
49 GHQ, General Order No.12 of 1947, “Amendment of General Order 3, 1945”, 15 August 1947, ESS(B)07155.
50  GHQ, General Order No.13 of 1947, “Announcement of Acting Controller, Occupied Japan Export-Import Revolving 
Fund”, 15 August 1947, ESS(B)07155.










　1947年 8 月15日付OJEIRFの規定書は、その後、1947年12月11日付、1948年 5 月10日付、 5 月
27日付、 7 月 6 日付で細部の改定もしくは差し替えを経るが53、最初の規定文の基本的な枠組み
は、1951年12月18日付でOJEIRFが廃止されるまで維持された54。
2－ 3．ESSと日本政府の間の調整
　最後に、1947年 7 月から 8 月頃にかけてのOJEIRFに関するESSと日本政府との調整過程を検
討し、そこから窺い知れるGHQの意思を確認しておこう。OJEIRFに関する具体的な内容は、同
年 7 月頃からGHQによって日本政府へ伝えられた55。日本政府内でOJEIRFに関してESSとの窓
口になったのは、経済安定本部（安本）の総合調整委員会副委員長を、1947年 6 月から1948年 4
月までのほぼ片山哲内閣時に務めていた都留重人であった。当時、都留が安本関連について見
聞きしたことをメモしていた「都留重人日誌」によれば、都留が初めてOJEIRFに関連したこと





52  （1）の次に金額が大きいことが予想されるのは（3）である。実際ESS貿易課によれば、1947年 9 月中頃
に、OJEIRFの資産となる（3）は「約7000万ドル」が見込まれていた。FT, “Memorandum for Record”, 19 
September 1947, ESS(B)00863. しかし、実際にOJEIRFの貸借対照表で資産の一部として計上された「現
金」は、1948年 6 月から1950年 6 月の間で最大約130万ドルだったから、（3）として資産に繰り込まれた
額はさほど大きくなかったと考えられる。大畑、前掲書、pp. 178-179のOJEIRFの貸借対照表を参照。
53  GHQ, Circular No.15 of 1947, “Establishment of Occupied Japan Export-Import Revolving Fund”, 11 December 
1947, ESS(B)07209; GHQ, Circular No.13 of 1948, “Establishment of Occupied Japan Export-Import Revolving 
Fund”, 10 May 1948, ESS(B)07209; GHQ, Circular No.15 of 1948, “Establishment of Occupied Japan Export-
Import Revolving Fund”, 27 May 1948, ESS(B)07209; GHQ, Circular No.22 of 1948, “Establishment of Occupied 
Japan Export-Import Revolving Fund”, 6 July 1948, ESS(B)07209.
54  Marquat to G. V. Keyser, “Termination of Occupied Japan Export-Import Revolving Fund”, 18 December 1951, 
ESS(B)07164.








　また 8 月 6 日にジェイノウは、その時点でのOJEIRF政策形成の「現場」の情報を、都留に伝
えている。OIEIRFの設置について、「一週間以内位デハナイカ」と伝えるとともに、「ソノ一部
分ヲナス原棉買付credit」が「今日ニモ」実現するという見通しも知らせている。さらに、「gold
























57  丁度この1947年 7 月頃から安本は、「わが国最初の本格的長期経済計画［経済復興計画第 1次試案］作成」
を開始していた。林雄二郎編、前掲書、p. 38。







60 ショーンバーガー、前掲書、pp. 224-225；SCAP to DA, Z-11669, 8 June 1948, ESS(A)00541.
61 Haskins & Sells, op. cit., p. 33, OOC-01053.
62 Ibid. p. 33.
－ 94 －
た棉花に関して、CCCグループ 1 棉の後の調達の見通しがつかないことや、またガリオア援助
では工業原料の輸入が困難であること等が深刻に受け止められていた。そのためESSでは、日本
経済の復興のために、従来とは異なる施策での貿易再建の必要性が認識された。ESSは、そのよ
うな日本の貿易再建の第一歩として、新たな輸入資金を創出するためにOJEIRFを構想し、米国
陸軍省との連携の末、実際に1947年 8 月にOJEIRFが設立されることになった。
　上記の＜日本経済の苦境が貿易構造と密接に関連している＞という1947年初頭のESSの認識
は、それ以後、次のような諸施策を米国政府と協調しつつ実現することに帰着したと考えられ
る。（1）OJEIRFなどに基づく外貨借款の獲得、また（2）工業原料の一層の輸入を可能とする
SCAP商業勘定やエロア援助等の創立・利用、（3）バーター取引と現金決済を組み合わせた清算
勘定などを含む他国との貿易協定網の構築、（4）民間貿易の段階的解禁、（5）それらを側面から
支える貿易諸制度の整備、等。これらの相互に有機的に連関していたと考えられる諸施策は、戦
後日本の貿易再建に直接的に寄与するものであり、それらの大半は1950年代に引き継がれてい
く。本稿で検討したOJIERFの設立はそれらの重要な諸施策の嚆矢であり、他の諸施策の一部を
誘発する施策でもあった。他の諸施策とそれらの相互連関との実態・意義に関する詳細な解明に
ついては、今後の検討課題としたい。
